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（単位：円）

資産の部

Ⅰ　固定資産

１　有形固定資産

土地 55,747,923,900

建物 23,979,748,692

減価償却累計額 -13,230,328,146 10,749,420,546

構築物 6,047,604,670

減価償却累計額 -4,083,032,390 1,964,572,280

機械装置 201,463,656

減価償却累計額 -190,128,535 11,335,121

工具器具備品 2,727,191,252

減価償却累計額 -1,937,413,247 789,778,005

図書 2,793,950,396

美術品・収蔵品 84,160,637

車両運搬具 30,723,280

減価償却累計額 -30,723,273 7

建設仮勘定 3,448,706

　　有形固定資産合計 72,144,589,598

２　無形固定資産

ソフトウエア 56,337,404

その他無形固定資産 5,566,050

　　無形固定資産合計 61,903,454

　　固定資産合計 72,206,493,052

Ⅱ　流動資産

現金及び預金 2,824,936,392

未収学生納付金収入 76,858,700

その他未収金 185,427,949

前払費用 7,234,920

貸付金 200,000

　　流動資産合計 3,094,657,961

資産合計 75,301,151,013

貸借対照表
（令和７年３月３１日）
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負債の部

Ⅰ　固定負債

長期繰延補助金等（注） 498,466,503

資産除去債務 20,089,027

長期未払金 6,661,448

　　固定負債合計 525,216,978

Ⅱ　流動負債

運営費交付金債務（注） 71,807,341

預り施設費（注） 571,000

預り補助金等（注） 10,401,656

寄附金債務（注） 257,888,105

前受受託研究費（注） 4,628,650

前受共同研究費（注） 4,092,666

前受受託事業費等（注） 9,785,617

前受金 2,671,023

預り金 606,245,613

未払金 1,123,846,750

未払費用 53,512,434

未払消費税等 7,910,500

　　流動負債合計 2,153,361,355

負債合計 2,678,578,333

純資産の部

Ⅰ　資本金

政府出資金 74,779,173,794

　　資本金合計 74,779,173,794

Ⅱ　資本剰余金

資本剰余金 8,874,462,583

減価償却相当累計額（注） -15,466,127,856

減損損失相当累計額（注） -5,003,950

利息費用相当累計額（注） -1,341,167

除売却差額相当累計額（注） -1,814,700,267

　　資本剰余金合計 -8,412,710,657

Ⅲ　利益剰余金

目的積立金（注） 448,497,906

前中期目標期間繰越積立金（注） 516,356,505

積立金 5,230,553,737

当期未処分利益 60,701,395

（うち当期総利益） ( 60,701,395 )

　　利益剰余金合計 6,256,109,543

純資産合計 72,622,572,680

負債純資産合計 75,301,151,013

（注）これらは、国立大学法人等固有の会計処理に伴う勘定科目です。
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（単位：円）

経常費用

業務費

教育経費 1,708,019,809

研究経費 209,710,921

教育研究支援経費 356,497,632

受託研究費 6,506,310

共同研究費 30,173,025

受託事業費等 24,582,088

役員人件費 81,852,827

教員人件費

常勤教員給与 5,001,251,690

非常勤教員給与 299,015,653 5,300,267,343

職員人件費

常勤職員給与 1,406,672,120

非常勤職員給与 353,061,899 1,759,734,019 9,477,343,974

一般管理費 316,438,421

財務費用

支払利息 945,187

その他財務費用 10,586 955,773

経常費用合計 9,794,738,168

経常収益

運営費交付金収益（注） 5,945,613,783

授業料収益 2,331,663,750

入学金収益（注） 342,680,600

検定料収益 69,643,700

受託研究収益（注） 6,519,680

共同研究収益（注） 33,037,698

受託事業等収益（注） 24,582,088

寄附金収益（注） 294,522,822

施設費収益 67,541,180

補助金等収益（注） 496,384,013

財務収益

受取利息 2,827,369 2,827,369

雑益

財産貸付料収入 70,377,673

その他雑益 50,383,842 120,761,515

経常収益合計 9,735,778,198

経常損失 58,959,970

当期純損失 58,959,970

目的積立金取崩額（注） 40,583,535

前中期目標期間繰越積立金取崩額（注） 79,077,830

当期総利益 60,701,395

（注）これらは、国立大学法人等固有の会計処理に伴う勘定科目です。

資本剰余金を減額したコスト等に関する注記

当期総利益 60,701,395

減価償却相当額 -723,479,484

利息費用相当額 -98,580

除売却差額相当額 -3,134,559

賞与引当増加相当額 -22,453,202

退職給付引当増加相当額 -5,271,540

小計 -754,437,365

施設費収益相当額 321,704,820

その他 74,676,234 -297,354,916

資本剰余金を減額したコスト等を含めた損益相当額

科学研究費助成事業等に関する注記

当期受入額 95,122,651

当期支出額 98,477,102

損益計算書
（令和６年４月１日～令和７年３月３１日）
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（単位：円）

うち当期総利益
(又は当期総損失)

74,779,173,794 74,779,173,794 8,478,081,529 -14,794,911,295 -5,003,950 -1,242,587 -1,759,302,785 -8,082,379,088 619,881,049 369,806,438 5,230,553,737 169,504,523 - 6,389,745,747 73,086,540,453

Ⅰ 資本金の当期変動額

Ⅱ 資本剰余金の当期変動額

固定資産の取得 321,704,820 321,704,820 321,704,820

固定資産の除売却 52,262,923 -55,397,482 -3,134,559 -3,134,559

減価償却 -723,479,484 -723,479,484 -723,479,484

時の経過による資産除去債務の増加 -98,580 -98,580 -98,580

Ⅲ 利益剰余金（又は繰越欠損金）の当期変動額

（１）利益の処分又は損失の処理

利益処分による積立 169,504,523 -169,504,523 0 0

（２）その他

当期純利益（又は当期純損失） -58,959,970 -58,959,970 -58,959,970 -58,959,970

前中期目標期間繰越積立金取崩額 24,446,714 24,446,714 -103,524,544 79,077,830 79,077,830 -24,446,714 0

目的積立金取崩額 50,229,520 50,229,520 -90,813,055 40,583,535 40,583,535 -50,229,520 0

当期変動額合計 0 0 396,381,054 -671,216,561 0 -98,580 -55,397,482 -330,331,569 -103,524,544 78,691,468 0 -108,803,128 60,701,395 -133,636,204 -463,967,773

当期末残高 74,779,173,794 74,779,173,794 8,874,462,583 -15,466,127,856 -5,003,950 -1,341,167 -1,814,700,267 -8,412,710,657 516,356,505 448,497,906 5,230,553,737 60,701,395 60,701,395 6,256,109,543 72,622,572,680

※資本剰余金の財源別増減明細

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

施設費 7,095,268,139 333,481,334 11,776,514 7,416,972,959

運営費交付金 2,609,250 0 0 2,609,250

授業料 427,885 0 0 427,885

補助金等 0 0 0 0

寄附金等 14,825,002 0 0 14,825,002

目的積立金 1,185,950,562 50,229,520 0 1,236,180,082

減資差益 7,542,755 0 0 7,542,755

無償譲与 76,868,500 0 0 76,868,500

政府出資金 0 0 0 0

前中期目標期間繰越積立金 94,589,436 24,446,714 0 119,036,150

合計 8,478,081,529 408,157,568 11,776,514 8,874,462,583

当期変動額

純資産変動計算書
（令和６年４月１日～令和７年３月３１日）

Ⅰ　資本金 Ⅱ　資本剰余金 Ⅲ　利益剰余金

純資産
合計政府出資金

資本金
合計

目的積立金 積立金

当期首残高

除売却差額
相当累計額(－)

資本剰余金
減価償却相当
累計額(－)

減損損失相当
累計額(－)

当期未処分利益
(又は当期未処理

損失)

利益剰余金
合計

資本剰余金
合計

前中期目標期間
繰越積立金

利息費用相当
累計額(－)
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（単位：円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

原材料、商品又はサービスの購入による支出 -1,522,536,917

人件費支出 -7,218,896,322

その他の業務支出 -286,967,063

運営費交付金収入 5,655,293,000

授業料収入 2,109,115,225

入学金収入 244,494,800

検定料収入 69,545,300

受託研究収入 10,234,100

共同研究収入 35,390,608

受託事業等収入 52,044,423

補助金等収入 356,094,099

補助金等の精算による返還金の支出 -4,268,784

寄附金収入 221,392,172

その他収入 118,770,040

預り金等増減 3,935,726

　　業務活動によるキャッシュ・フロー -156,359,593

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー　

有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出 -1,230,192,340

施設費による収入 389,817,000

施設費の精算による返還金の支出 -4,762,000

定期預金積立による支出 -5,000,000,000

定期預金払戻による収入 5,300,000,000

利息の受取額 2,961,752

　　投資活動によるキャッシュ・フロー　 -542,175,588

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 -61,756,346

利息の支払額 -988,950

　　財務活動によるキャッシュ・フロー -62,745,296

Ⅳ　資金減少額 -761,280,477

Ⅴ　資金期首残高 3,586,216,869

Ⅵ　資金期末残高 2,824,936,392

キャッシュ・フロー計算書
（令和６年４月１日～令和７年３月３１日）
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（単位：円）

Ⅰ　当期未処分利益 60,701,395

当期総利益 60,701,395

Ⅱ　利益処分額

国立大学法人法第３５条の２において準用
する独立行政法人通則法第４４条第３項に
より文部科学大臣の承認を受けようとする
額

　教育研究の質の向上及び組織運営
　の改善に充てるための経費積立金

60,701,395 60,701,395

利益の処分に関する書類（案）
（令和７年３月３１日）
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注 記 事 項 

（重要な会計方針） 

当事業年度より、改訂後の国立大学法人会計基準（「「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法

人会計基準注解」報告書」（国立大学法人会計基準等検討会議 令和６年２月２１日改訂）及び「「国

立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」に関する実務指針」（文部科学省、日本公

認会計士協会 令和６年６月１３日最終改訂））（以下「国立大学法人会計基準等」という。）を適用し

て、財務諸表等を作成しております。 

 

１．運営費交付金収益と授業料収益の計上基準 

原則として、期間進行基準を採用しています。 

「ミッション実現加速化経費」、「特殊要因経費」に充当される運営費交付金の一部については、

文部科学省の指定に従い業務達成基準あるいは費用進行基準を採用しています。 

「国立大学法人大阪教育大学業務達成基準に関する基準」に基づき学長の承認を得たプロジェ

クト事業については、業務達成基準を採用しています。 

 

２．減価償却の会計処理方法 

（１）有形固定資産 

定額法を採用しています。 

耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としていますが、主な資産の耐用年数は以

下のとおりです。 

建 物    ３～５０年 

構 築 物    ７～６０年 

機 械 装 置      １７年 

工 具 器 具 備 品    ２～１５年 

  ただし、受託研究等収入により購入した償却資産の一部については当該研究期間を耐用年数とし

ております。 

また、特定の償却資産（国立大学法人会計基準第７８）及び資産除去債務に対応する特定の除

去費用等（国立大学法人会計基準第８５）に係る減価償却相当額については、減価償却相当累計

額として資本剰余金から控除して表示しています。 

（２）無形固定資産 

定額法を採用しています。 

なお、法人内利用のソフトウエアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づい

ています。 

 

３．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準並びに退職給付費用の処理方法 

退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金

は計上していません。 

確定給付企業年金等から支給される年金給付については、運営費交付金により確定給付企業年

金等への掛金及び年金基金積立不足額に関して財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金

は計上していません。 

資本剰余金を減額したコスト等の注記における退職給付引当増加相当額は、国立大学法人会計

基準第３４に基づき計算された退職一時金及び年金給付に係る退職給付引当金の当期増加額を計
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上しています。 

なお、当期末現在の自己都合による要支給額は、3,852,926,776円です。 

 

４．賞与引当金及び見積額の計上基準 

賞与については、翌期以降の運営費交付金により財源措置がなされるため、賞与引当金は計上

していません。 

資本剰余金を減額したコスト等の注記における賞与引当増加相当額は、当事業年度末の賞与引

当相当額から前事業年度末の同相当額を控除した額を計上しています。 

なお、当事業年度末の賞与引当見積額は、408,316,558円です。 

 

５．リース取引の会計処理 

リース料総額が３百万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る

方法に準じた会計処理によっています。 

 

６．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式によっています。 

 

 

（資産除去債務関係） 

１．資産除去債務の内容 

  石綿障害予防規則等に基づくアスベスト除去義務です。 

 

２．資産除去債務の金額の算定方法 

  支出発生までの見込期間は残存耐用年数とし、割引率は期間に応じた国債の利回りを参考に

0.129％から 2.140％として資産除去債務を計算しています。 

 

３．資産除去債務の総額の期中における増減内容 

 

 

 

 

  

期首残高  19,990,447円 

時の経過による調整額 98,580円 

資産除去債務の履行による減少額 0円 

期末残高 20,089,027円 
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（減損会計関係） 

１． 減損の兆候が認められた固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額の概要 

用途 種類 場所 帳簿価額 

旭ヶ丘会館 建物 大阪府柏原市旭ヶ丘４丁目 41,184,059円 

建物附属設備 613,767円 

山本宿舎 

４号棟 

建物 大阪府八尾市山本町南７丁目 41,150,010円 

建物附属設備 13,701,756円 

構築物 301,897円 

山の家 土地 長野県北安曇郡白馬村大字神城 56,516,100円 

建物 11,788,553円 

建物附属設備 1,038,836円 

構築物 640,333円 

 

２．認められた減損の兆候の概要 

 稼働率が 50％以上低下しております。 

 

３．減損の認識に至らなかった理由 

 将来の使用が見込まれており、その使用目的に従った機能を現に有しているため減損を認識してお

りません 

 

（キャッシュ・フロー計算書） 

１．資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳 

現金及び預金 2,824,936,392円 

資金期末残高 2,824,936,392円 

 

２．重要な非資金取引 

  現物寄附の受入による資産等の取得  55,951,761円 

 

（金融商品の時価等） 

１．金融商品の状況に関する事項 

本学は、資金運用については預金、地方債及び政府保証債（その元本の償還及び利息の支払に

ついて政府が保証する債券をいう。）その他文部科学大臣の指定する有価証券に限定しています。 

 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。なお、

現金は注記を省略しており、預金、未収入金、未払金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額

に近似することから、注記を省略しています。 
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（単位：円） 

 貸借対照表計上額 時 価 差 額 

１．リース債務 (68,942,938) (68,452,454) (△490,484) 

※１ 負債に計上されているものについては、（ ）で示しています。 

※２ リース債務は貸借対照表上、未払金に 62,281,490 円、長期未払金に 6,661,448 円計上されて

います。 

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

 金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の三つ

のレベルに分類しています。 

   レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定

した時価 

   レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用い

て算定した時価 

   レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

 時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットが

それぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類していま

す。 

１．リース債務 

元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在価値

法により算定しており、レベル２の時価に分類しています。 

 

（国立大学法人等の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト） 

Ⅰ 業務費用   

（１）損益計算書上の費用 9,794,738,168円  

（２）（控除）自己収入等 -3,179,911,487円  

  業務費用合計  6,614,826,681円 

Ⅱ 資本剰余金を減額したコスト等  754,437,365円 

Ⅲ 機会費用   

   政府出資の機会費用 982,296,649円 982,296,649円 

Ⅳ （控除）国庫納付額  0円 

Ⅴ 国立大学法人等の業務運営に関して国民

の負担に帰せられるコスト 

 8,351,560,695円 

国立大学法人等の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコストの注記における機会費用の計上方法 

（１）政府出資等の機会費用の計算に使用した利率 

１０年利付政府保証債の令和７年３月末利回りを参考に 1.485％で計算しています。 

 

（重要な債務負担行為） 

  令和７年３月３１日現在における重要な債務負担行為は次のとおりです。 

  １．大阪教育大学（柏原）ライフライン再生（給水設備（Ⅱ期））工事    91,016,200円 

  ２．大阪教育大学（天王寺）附属中高等学校校舎改修その他工事（Ⅰ期）  70,290,000円 

  ３．大阪教育大学附属学校園学習用コンピュータ（ChromeOS）一式     57,095,775円 

   

（重要な後発事象） 

  該当事項はありません。 
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